自主点検表兼確認表　介護医療院(ユニット型)〕

	施　設　名
	定員
	職　名
	施設点検者
	確　認　日
	確　認　者

	
	
	
	
	
	


【施設に関する基準：厚生労働省令で定める施設】
	　区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	定　　員
	１のユニットの入居定員は、原則としておおむね10人以下とし、15人を超えないものとなっていないるか。
	□
	□
	平面図、現地と確認（以下同様）

	
	入居定員が10人を超える場合、15人以下であり、かつ、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自立的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないことを確認しているか。
	□
	□
	

	
	１の療養室の定員は、１人であるか。ただし入居者への介護医療院サービス提供上必要と認められる場合（夫婦等）は２人とすることができる。
	□
	□
	

	
	療養室はいずれかのユニットに属するものとし当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けられているか。
	□
	□
	

	
	療養室は次のとおり当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けられているか
	□
	□
	

	
	イ　当該共同生活室に隣接している療養室
	□
	□
	

	
	ロ　当該共同生活室に隣接してはいないが、イの療養室と隣接している療養室
	□
	□
	

	
	ハ　その他共同生活室に近接して一体的に設けられている療養室(他の共同生活室のイ及びロに該当する療養室を除く)
	□
	□
	

	療　　　　　　　　　養室
	ユニット型個室
	１の療養室の床面積は10.65㎡以上であるか。ただし、入居者への介護保険施設サービス提供上必要と認められる場合（夫婦等）は、2人部屋として21.3㎡以上となっているか。（床面積に、洗面設備の面積は含み、便所の面積は除く。）
	□
	□
	

	
	ユニット型個室的多床室
	ユニットに属さない療養室を改修したものは10.65㎡以上となっているか。ただし、入居者への介護保険施設サービス提供上必要と認められる場合（夫婦等）にあっては、2人部屋として21.3㎡以上を標準とすること。これらの場合には、入居者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、療養室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。（床面積に、洗面設備の面積は含み、便所の面積は除く。）
	□
	□
	

	
	
	また、17年10月１日に、当該介護医療院に転換する前の現存する指定介護療養型医療施設が同日において現に有しているユニット転換後の介護医療院において活用する場合にあっては、建物の構造や敷地上の制約など特別の事情によって当該面積を確保することが困難であると認められたときには、居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケアを行う等の趣旨を損なわない範囲で、10.65㎡未満（入院患者へのサービス提供上必要と認められる場合に2人部屋とするときは21.3㎡未満）であっても差し支えない。
	□
	□
	

	
	
	地階に設けていないか。
	□
	□
	

	
	
	１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けているか。
	□
	□
	

	
	
	入居者のプライバシーの確保に配慮した療養床を設けているか。
	□
	□
	

	
	
	ナース・コールを設けているか。
	□
	□
	

	共同生活室
	いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしいものとして、次のような形状を有しているか。

・　他のユニットの入居者が、当該共同生活室を通過することなく、施設内の他の場所に移動することができること。

· 　当該ユニットの入居者全員とその介護等を行う職員が一度に食事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可能な備品を備えた上で、当該共同生活室内を車椅子が支障なく通行できる形状が確保されていること。
	□
	□
	

	
	床面積は２㎡に当該共同生活室が属するユニットの入居定員を乗じて得た面積以上あるか。
	□
	□
	

	
	必要な設備及び備品を備えているか。（簡単な流し、調理設備を設けることが望ましい。）
	□
	□
	

	洗　 面 　所
	共同生活室ごとに適当数設けているか。（この場合は、共同生活室内の１か所に集中して設けるのではなく、２か所以上に分散して設けることが望ましい。）

※　洗面設備及び便所は、療養室ごとに設けることが望ましい。なお、療養室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設ける方式を混在させても可。
	□
	□
	

	便　　　　所
	療養室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けているか。
	□
	□
	

	
	ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに適したものであるか。
	□
	□
	

	
	常夜灯を設けているか。
	□
	□
	

	診察室
	医師が診察を行うのに適当なものであるか。
	□
	□
	

	
	臨床検査施設（喀痰、血液、尿、糞便等について通常行われる臨床検査を行うことができる施設）を設けているか。

ただし、人体から排出され、又は採取された検体の微生物学的検査、血清学的検査、病理学的検査、寄生虫学的検査及び生理学的検査（以下「検体検査」という）の業務を委託する場合は当該検体検査に係る設備を設けないことができる。
	□
	□
	「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合、近隣の医療機関と連携できる場合は、置かなくて可。（基準省令附則第6条）

	
	病院又は診療所に設置される調剤所に求められる基準を満たす、調剤を行う施設を有しているか。
	□
	□
	「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合、近隣の薬局と連携できる場合は、置かなくて可。（基準省令附則第6条）

	処置室
	入所者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設であるか。※　診察室における医師が診察を行う施設の部分と兼用可。
	□
	□
	診察室と兼用可。

	
	診察の用に供するエックス線装置（定格出力の管電圧（波高値）が10キロボルト以上、かつ有するエネルギーが１メガボルト未満のもの）は、医療法等において求められる防護に関する基準を満たすものであるか。
	□
	□
	「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合、近隣の医療機関と連携できる場合は、置かなくて可。（基準省令附則第6条）

	機能訓練室
	内法で40㎡以上の面積を有し、（運動能力やＡＤＬの改善に）必要な器械・器具を備えているか。
	□
	□
	「併設型小規模介護医療院」･･･機能訓練を行うための十分な広を有し、必要な器械・器具を備えること。

	浴室
	身体の不自由な者が入浴するのに適したものであるか。
	□
	□
	

	
	一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けているか。

入所者の入浴に際し、支障が生じないよう配慮すること。
	□
	□
	※　療養室のある階ごとに設けることが望ましい。

	サービス・
ステーション
	看護・介護職員が入所者のニーズに適切に応じられるよう、療養室のある階ごとに療養室に近接して設けているか。
	□
	□
	

	調理室
	食器、調理器具等を消毒する設備、食器、食品等を清潔に保管する設備並びに防虫及び防鼠の設備を設けているか。
	□
	□
	

	洗濯室又は
洗濯場
	
	□
	□
	

	汚物処理室
	他の施設と区分された一定のスペースを有しているか。
	□
	□
	

	通所リハビリテーション
	指定通所リハビリテーションを行うにふさわしい専用の部屋等があって、３㎡に利用定員数を乗じて得た面積以上のものに、利用者用に確保されている食堂の面積を加えた面積があるか。
	□
	□
	

	
	通所リハビリテーションを行うために必要な専用の器械及び器具を備えているか。
	□
	□
	

	訪問リハビリテーション
	指定訪問リハビリテーションの事業を運営を行うために必要な広さとして、利用申込の受付や相談等に対応するのに適切なスペースを有する専用の区画を設けているか。
	□
	□
	

	
	指定訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及び備品等を備えているか。
	□
	□
	


【その他施設に関する基準】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	療養室等、前表に掲げる施設は、専ら当該ユニット型介護医療院の用に供するものであるか。ただし、入居者に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合はこの限りでない。
	□
	□
	

	療養室、新設室、処置室以外の施設は、介護医療院と併設施設双方の施設基準を満たし、かつ、当該介護医療院の余力及び当該施設における介護保健施設サービス等を提供するための当該施設の使用計画（以下「利用計画」という。）からみて両施設の入所者の処遇に支障がないか。
	□
	□
	

	併設の病院と施設を共有する場合は、その共用施設については、医療法上の許可と介護医療院の許可とが重複しているか。
	□
	□
	

	焼却炉、浄化槽、その他の汚物処理設備及び便槽を設ける場合には、療養室、共同生活室、調理室から相当の距離を隔てて設けているか。
	□
	□
	

	便所、浴室等、床面積を定めない施設については、各々の施設の機能を十分に発揮し得る適当な広さを確保するよう配慮しているか。
	□
	□
	


【設置が望ましい施設】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	□家族相談室　　　　□ボランティアルーム　　

□家族介護教室
	□
	□
	


【構造設備の基準】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	建物は、耐火建築物であるか。ただし、療養室等を２階以上の階及び地階のいずれにも設けていない建物は、準耐火建築物とすることができる。

　（療養室等⇒療養室、共同生活室、洗面所、浴室、便所等入所者が日常継続的に使用する施設）

また、居室等を２階又は地階に設ける場合であっても、基準省令第６条第１項第１号に掲げる要件を満たし、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認められる場合には、準耐火建築物とすることができる。
	□
	□
	「療養病床を有する病院」、「有床診療所」、「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行う建物の耐火構造は、基準省令第６条第１項第１号の規定は適用せず、建築基準法の基準で可。（基準省令附則第3条、第8条）

	療養室等が２階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けているか。
	□
	□
	「療養病床を有する病院」、「有床診療所」、「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行う建物の屋内の直通階段及びエレベーターは、転換前の医療法の基準によるもので可。（基準省令附則第4条、第9条）

	療養室等が３階以上の階にある場合は、避難階段を２以上設けているか。

ただし、前記の直通階段を建築基準法に規定する避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。
	□
	□
	

	診療の用に供する電気、高線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備については、危害防止上必要な方法を講じているか。
	□
	□
	

	放射線に関する構造設備は、医療法施行規則の規定に準じているか。
	□
	□
	

	階段の傾斜は緩やかになっているか。なお、手すりは階段の両側にを設けていることが望ましい。
	□
	□
	

	廊下
	片廊下の幅は、1.8ｍ以上、、中廊下の幅は、2.7ｍ以上であるか。

なお、廊下の一部の幅を拡張(アルコーブを設ける等)することにより、入居者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、1.5ｍ以上（中廊下にあっては1.8ｍ以上）として差し支えない。（幅は内法によるものとし、壁から測定するものとすること。）

（※　中廊下は廊下の両側に療養室等又はエレベーター室のある廊下をいう。）
	□
	□
	「療養病床を有する病院」、「有床診療所」、「介護療養型老健」･･･平成36 年3月31日までの間に転換を行う療養室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、1.2 メートル以上（中廊下の幅は、内法による測定で、1.6メートル以上）。（基準省令附則第5条、第10条）

	
	手すりを設けているか。（両側に設けることが望ましい。）
	□
	□
	

	
	常夜灯を設けているか。
	□
	□
	

	入所者の身体の状態等に応じた介護医療院サービスの提供を確保するため、車椅子、ギャッチベッド、ストレッチャー等を備えているか。
	□
	□
	

	家庭的な雰囲気を確保するよう創意工夫しているか。
	□
	□
	

	車椅子等による移動に支障のないよう床の段差をなくすよう努めているか。
	□
	□
	

	病院又は診療所等と介護医療院とを併設する場合、両施設の入所者の処遇に支障がないよう、表示等により病院又は診療所等との区分を可能な限り明確にしているか。
	□
	□
	

	消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。

（消防法に基づく消防用設備等及び風水害、地震等の災害に際して必要な設備）
	□
	□
	


【一般原則】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	介護医療院の施設及び構造設備については、基準省令のほか建築基準法、消防法等の関係規定を遵守するとともに、日照、採光、換気等について十分考慮したものとし、入所者の保健衛生及び防災につき万全を期しているか。
	□
	□
	

	介護医療院の環境及び立地については、入所者の療養生活を健全に維持するため、ばい煙、騒音、振動等による影響を極力排除するとともに、交通、水利の便等を十分考慮したものであるか。
	□
	□
	


【人員に関する基準】

	区　　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備考

	管理者
	管理者は、知事の承認を受けた医師であるか。

ただし、知事の承認を受けた場合は、医師以外の者に管理させることができる。

※　管理者が変更する場合は、広島県知事の承認を受けているか。
	□
	□
	

	
	管理者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する常勤の者であるか。ただし、施設の管理上支障がない場合は、他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。

（兼務できる例：当該施設の従業者（医師）、併設する病院又は診療所の管理者、併設する病院又は診療所の医師）
	
	
	

	医師
	常勤換算方法で、Ⅰ型・Ⅱ型に必要とされる医師数の合計数以上配置しているか。

（その数が３に満たないときは３とし、その数に１に満たない端数が生じたときは、その端数は１として計算する。但し、医療機関併設型介護医療院の場合を除く。）

・Ⅰ型…入所者の数を４８で除した数

・Ⅱ型…入所者の数を１００で除した数

・医師の宿直が必要（特例で認められる場合には不要）

※１　宿直医師を不要と認めた場合及びⅡ型のみの場合は、Ⅰ型・Ⅱ型を問わず「常勤換算方法で入所者の数を100で除して得た数以上（端数は切り上げる）の医師を配置する。

※２　医療機関併設型介護医療院は、常勤換算方法で、Ⅰ型入所者の数を48 で除した数に、Ⅱ型入所者の数を100 で除した数を加えて得た数以上の医師を配置する。

※３　併設型小規模介護医療院（入所定員19名以下の「医療機関併設型介護医療院」以下同じ。）の医師の配置は、併設される医療機関により当該併設小規模介護医療院の入所者の処遇が適切に行われると認められる場合は置かなくても可。

※４　複数の医師が勤務する場合は、それらの勤務延時間数が基準に適合すれば可。ただし、このうち１人は、入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ医師とすること。

※５　介護医療院で行われる（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハビリテーションの事業所の職務であって、当該施設の職務と同時並行的に行われることで入所者の処遇に支障がない場合は、介護医療院サービスの職務時間と（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハビリテーションの職務時間を合計して介護医療院の勤務延時間数として可。
	□
	□
	

	薬剤師
	常勤換算方法で、Ⅰ型・Ⅱ型に必要とされる薬剤師の合計数以上配置しているか。

・Ⅰ型…入所者の数を１５０で除した数

・Ⅱ型…入所者の数を３００で除した数

併設型小規模介護医療院における薬剤師の配置は、併設される医療機関の職員（病院の場合は医師又は薬剤師、診療所の場合は医師）により当該施設の入所者の処遇が適切に行われる場合は置かなくても可。
	□
	□
	

	看護師

又は准看護師
	常勤換算方法で、入所者の数を６で除した数以上配置しているか。
	□
	□
	

	介護職員
	常勤換算方法で、Ⅰ型・Ⅱ型に必要とされる介護職員の合計数以上配置しているか。

・Ⅰ型…入所者の数を５で除した数

・Ⅱ型…入所者の数を６で除した数

併設型小規模介護医療院の介護職員の配置は、常勤換算方法で、当該併設型小規模介護医療院の入所者の数を６で除した数以上。

※　介護職員の数を算出するに当たり看護職員を介護職員とみなした場合の看護職員については、人員の算出上、看護職員として数えることはできない。
	□
	□
	

	
	日中については、ユニットごとに常時１人以上、夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の看護職員又は介護職員が配置されているか。
	□
	□
	

	
	ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置しているか。
	□
	□
	

	理学療法士、

作業療法士又

は言語聴覚士
	実情に応じた適当数を配置しているか。

併設型小規模介護医療院における理学療法士等の配置は、併設される医療機関の職員（病院の場合は医師又は理学療法士等、診療所の場合は医師）により当該施設の入所者の処遇が適切に行われる場合は置かなくても可。
	□
	□
	

	栄養士又は管理栄養士
	入所定員100以上にあっては、１以上配置しているか。

ただし、同一敷地内にある病院等の栄養士又は管理栄養士がいることにより、栄養管理に支障がない場合は兼務職員でも可。

なお、100人未満の施設も常勤職員の配置に努めるべきであるが、併設型小規模介護医療院の併設医療機関に配置されている栄養士又は管理栄養士による栄養管理が、当該介護医療院の入所者に適切に行われる場合は置かなくても可。
	□
	□
	

	介護支援専門員
	専ら介護支援専門員に職務に従事する常勤の者を1名以上配置しているか。（※　入所者数が100人未満の施設にあっても1人は配置が必要。入所者の数が100又はその端数が増すごとに１を標準とする。）

入所者の処遇に支障がない場合には、当該介護医療院の他の職務に従事することが可。なお、居宅介護支援事業所の介護支援専門員との兼務は認められないものである。ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、この限りでない。

介護支援専門員登録証明証が必要。
	□
	□
	

	診療放射線技師
	実情に応じた適当数を配置しているか。

併設施設との職員の兼務を行うこと等により適正なサービスを確保できる場合は配置しなくても可。
	□
	□
	

	調理員、事務員その他の従業者
	実情に応じた適当数を配置しているか。

併設施設との職員の兼務を行うこと等により適正なサービスを確保できる場合は配置しなくても可。
	□
	□
	

	　介護医療院の従業者は、専らその職務に従事する者であるか。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。
	□
	□
	


※1　入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規開設又は再開の場合は、推定数による。
※2　常勤換算方法は、当該従業者のそれぞれの勤務延時間数の総数を当該介護医療院において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。
※3　夜勤を行う看護・介護職員の配置基準

1　ユニット型Ⅰ型介護医療院サービス費、ユニット型Ⅱ型介護医療院サービス費及びユニット型特別介護医療院サービス費を算定する施設の夜間職員基準

看護職員＋介護職員の配置は次の要件を満たすこと。

（1）　看護職員＋介護職員を利用者数（介護医療院の入所者と短期入所療養介護の利用者の合計数。以下同じ。）が30人に1以上（最低２人以上、うち１は看護職員）となるよう配置すること。

（2） ２のユニットごとに夜勤を行う看護職員又は介護職員が１以上となるよう配置すること。

※  ただし、次のⅰ～ⅲのいずれにも適合する場合で、常時、緊急時に併設の医療機関との連絡体制を整備している介護医療院は夜勤を行う看護職員又は介護職員を置かないことができる。

ⅰ 当該介護医療院が併設型小規模介護医療院であること。

ⅱ 当該併設型小規模介護医療院に併設される医療機関で夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が1以上であること。

ⅲ 当該併設型小規模介護医療院の入所者及び短期入所療養介護の利用者及び併設医療機関の入院患者の合計数が19名以下であること。

2　上記の夜間職員基準に加えて夜間勤務等看護加算（Ⅰ）を加算して算定する施設

看護職員が利用者数15人に１以上（最低２人以上）であること。

3　上記の夜間職員基準に加えて夜間勤務等看護加算（Ⅱ）を加算して算定する施設

看護職員が利用者数20人に１以上（最低２人以上）であること。

4　上記の夜間職員基準に加えて夜間勤務等看護加算（Ⅲ）を加算して算定する施設】

看護職員＋介護職員が利用者数15人に1以上（最低２人以上、うち１人は看護職員）であること。

5　上記の夜間職員基準に加えて夜間勤務等看護加算（Ⅳ）を加算して算定する施設

看護職員＋介護職員が利用者数20人に1以上（最低２人以上）であること。

【通所リハビリテーション人員配置基準】

	区分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備考

	医師
	指定通所リハビリテーションの提供に当たらせるために必要な一以上の数を配置しているか（医療院本体の基準を満たせば可。）。

常勤でなければならない。
	□
	□
	

	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員
	単位ごとに、利用者の数が１０人以下の場合は、その提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護職員若しくは介護職員が１以上確保されているか。

又は、利用者の数が１０人を超える場合は、その提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護職員若しくは介護職員が、利用者の数を１０で除した数以上確保されているか。
	□
	□
	

	
	前記に掲げる人員のうち専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者が１００又はその端数を増すごとに１以上確保されているか。
	□
	□
	


【訪問リハビリテーション人員配置基準】

	区分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備考

	医師
	指定訪問リハビリテーションの提供に当たらせるために必要な一以上の数を配置しているか（医療院本体の基準を満たせば可。）。

常勤でなければならない。
	□
	□
	

	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
	1以上
	□
	□
	


【運営に関する基準】

（開設許可の場合）

	自主点検項目
	自主点検
	現地確認
	備　　考

	従業者の雇用関係書類、資格関係書類は整備されているか。
	□
	□
	

	運営規程の概要、従業員の勤務体制等（以下「重要事項」という。）を見やすい場所に掲示又は掲示の準備をし、若しくは、重要事項を記載した書面を備え付け、かつ、これをいつでも自由に閲覧させているか。又、併せて、原則として、重要事項を法人のホームページ又は介護サービス情報公表システム等のウェブサイトに掲載しているか。（ウェブサイトの掲載については、令和7年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	電気、水道等の公共料金の契約はされているか。
	□
	□
	事業開始できる状況であるかを確認する。

	入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めているか。

１　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。

2　当該介護医療院からの診察の求めがあった場合において診察を行う体制を、常時確保していること。

3　入所者の病状等が急変した場合において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診察を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

(上記協力医療機関を定めることについて、令和9年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	「協力医療機関に関する届出書」を指定権者に提出しているか。
	□
	□
	

	損害賠償保険の契約を締結しているか。
	□
	□
	事業者が利用者に事故等により損害を与えた場合、損害賠償を支払うことができるかを確認する。

	建物の使用権原があるか。（賃貸借契約書、建物の不動産登記簿等）
	□
	□
	事業者が事業所の建物を使用できるか確認する。

	重要事項説明書、契約書、個人情報使用同意書及び虐待の防止、身体的拘束、業務継続計画（BCP)、緊急時の対応、苦情処理、感染症予防、事故発生時の対応関係書類（記録簿、マニュアル）等は整備されているか。
	□
	□
	


（更新の場合）

	自主点検項目
	自主点検
	現地確認
	備　　考

	従業者の雇用関係書類、賃金台帳、資格関係書類は整備されているか。
	□
	□
	

	運営規程の概要、従業員の勤務体制等（以下「重要事項」という。）を見やすい場所に掲示し、若しくは、重要事項を記載した書面を備え付け、かつ、これをいつでも自由に閲覧させているか。又、併せて、原則として、重要事項を法人のホームページ又は介護サービス情報公表システム等のウェブサイトに掲載しているか。（ウェブサイトの掲載については、令和7年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めているか。

１　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。

2　当該介護医療院からの診察の求めがあった場合において診察を行う体制を、常時確保していること。

3　入所者の病状等が急変した場合において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診察を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

(上記協力医療機関を定めることについて、令和9年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	「協力医療機関に関する届出書」を指定権者に提出しているか。
	□
	□
	

	損害賠償保険の契約を締結しているか。
	□
	□
	事業者が利用者に事故等により損害を与えた場合、損害賠償を支払うことができるかを確認する。

	重要事項説明書、契約書、個人情報使用同意書及び虐待の防止、身体的拘束、業務継続計画（BCP)、緊急時の対応、苦情処理、感染症予防、事故発生時の対応関係書類（記録簿、マニュアル）等は整備されているか。
	□
	□
	


他法令確認表　[介護医療院（ユニット型）] （開設許可の場合）
	要確認事項
	確認内容（協議、確認状況を申請者において記入のこと）

	　建物が建築基準法、都市計画法、消防法等に適合しているか。
	

	１　建築担当課等との協議状況

・新築等の場合～自己所有、賃貸を問わず建築基準法に基づく建築確認及び検査済証の交付を受けたものであること。

・改修等の場合～建築基準法の手続き（用途変更等）を確認し、手続きが必要な場合、完了したものであること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	２　消防担当課との協議状況

・新築・改修等される建物について、消防署と消防設備・避難設備等について、協議調整したものであること。

・消防法の手続きを確認し、手続きが必要な場合、手続きを完了したものであること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	３　食事提供外部委託に係る委託契約（該当施設のみ記入）

· 委託先による食事提供について、サービスの質が確保されるよう管理者が業務遂行上必要な注意を果たしうるような体制及び契約内容となっていること。

· 委託先による食事提供が困難となった場合の代替手段が確保されていること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	４　その他関係法令


	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容




※上記担当部署との協議に使用した建築図面は、申請内容と同一であること。
